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【居宅介護支援】 

○ 契約時の説明について 

問 131 今回の改正により、利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、

利用者やその家族に対して、利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業所に

ついて、複数の事業所の紹介を求めることが可能であること等を説明することを義務

づけ、それに違反した場合は報酬が減額されるが、平成 30 年４月以前に指定居宅介

護支援事業者と契約を結んでいる利用者に対しては、どのように取り扱うのか。 

（答） 

平成 30年４月以前に契約を結んでいる利用者については、次のケアプランの見直

し時に説明を行うことが望ましい。 

 

≪参考≫ 

・第４条第２号 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

居宅サービス計画が第一条の二に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成

されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求め

ることができること等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

 

・通知：第２の３（１） 

基準第４条は、基本理念としての高齢者自身によるサービス選択を具体化したもの

である。利用者は指定居宅サービスのみならず、指定居宅介護支援事業者について

も自由に選択できることが基本であり、指定居宅介護支援事業者は、利用申込があ

った場合には、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、当該指定居宅介

護支援事業所の運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制、秘密の保持、事故

発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な

重要事項を説明書やパンフレット等の文書を交付して説明を行い、当該指定居宅介

護支援事業所から居宅介護支援を受けることにつき同意を得なければならないこと

としたものである。なお、当該同意については、利用者及び指定居宅介護支援事業

者双方の保護の立場から書面によって確認することが望ましいものである。 

また、指定居宅介護支援は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に

立って行われるものであり、居宅サービス計画は基準第１条の２の基本方針及び利

用者の希望に基づき作成されるものである。このため、指定居宅介護支援について

利用者の主体的な参加が重要であり、居宅サービス計画の作成にあたって利用者か

ら介護支援専門員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、

居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を

求めることが可能であること等につき十分説明を行わなければならない。なお、こ
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の内容を利用申込者又はその家族に説明するに当たっては、理解が得られるよう、

文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、それを理解したこと

について必ず利用申込者から署名を得なければならない。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅における日常生

活上の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入院先医療機関と共有する

ことで、医療機関における利用者の退院支援に資するとともに、退院後の円滑な在

宅生活への移行を支援することにもつながる。基準第４条第３項は、指定居宅介護

支援事業者と入院先医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病

院又は診療所に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連

絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前に協力を

求める必要があることを規定するものである。なお、より実効性を高めるため、日

頃から介護支援専門員の連絡先等を介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、お

薬手帳等と合わせて保管することを依頼しておくことが望ましい。 

 

○ 主治の医師について 

問 132 末期の悪性腫瘍の利用者に関するケアマネジメントプロセスの簡素化におけ

る「主治の医師」については、「利用者の最新の心身の状態、受診中の医療機関、投

薬内容等を一元的に把握している医師」とされたが、具体的にどのような者を想定し

ているのか。 

（答） 

訪問診療を受けている末期の悪性腫瘍の利用者については、診療報酬における在宅

時医学総合管理料又は在宅がん医療総合診療料を算定する医療機関の医師を「主治の

医師」とすることが考えられる。これらの医師については、居宅介護支援専門員に対

し、病状の変化等について適時情報提供を行うこととされていることから、連絡を受

けた場合には十分な連携を図ること。また、在宅時医学総合管理料等を算定していな

い末期の悪性腫瘍の利用者の場合でも、家族等からの聞き取りにより、かかりつけ医

として定期的な診療と総合的な医学管理を行っている医師を把握し、当該医師を主治

の医師とすることが望ましい。 

 

≪参考≫ 

・第 13条第９号 

介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サービス計画の作

成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、居宅サービス計画の原案

に位置付けた指定居宅サービス等の担当者（以下この条において「担当者」という。）

を召集して行う会議をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の状況等に関する情

報を担当者と共有するとともに、当該居宅サービス計画の原案の内容について、担
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当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、利用者（末期の

悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により、主治の医師又は歯科医師（以下こ

の条において「主治の医師等」という。）の意見を勘案して必要と認める場合その他

のやむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を求

めることができるものとする。 

 

・通知：第２の３（７）⑨ 

介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い居宅サービス計画とするため、

各サービスが共通の目標を達成するために具体的なサービスの内容として何ができ

るかなどについて、利用者やその家族、居宅サービス計画原案に位置付けた指定居

宅サービス等の担当者からなるサービス担当者会議の開催により、利用者の状況等

に関する情報を当該担当者と共有するとともに、専門的な見地からの意見を求め調

整を図ることが重要である。なお、利用者やその家族の参加が望ましくない場合（家

庭内暴力等）には、必ずしも参加を求めるものではないことに留意されたい。また、

やむを得ない理由がある場合については、サービス担当者に対する照会等により意

見を求めることができるものとしているが、この場合にも、緊密に相互の情報交換

を行うことにより、利用者の状況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容

を共有できるようにする必要がある。なお、ここでいうやむを得ない理由がある場

合とは、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により、主治の医

師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。）の意見を勘案して必要と認める場

合のほか、開催の日程調整を行ったが、サービス担当者の事由により、サービス担

当者会議への参加が得られなかった場合、居宅サービス計画の変更であって、利用

者の状態に大きな変化が見られない等における軽微な変更の場合等が想定される。 

また、末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認める場合とは、主治の医師等が日

常生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると判断した時点以降において、主治の医師

等の助言を得た上で、介護支援専門員がサービス担当者に対する照会等により意見

を求めることが必要と判断した場合を想定している。なお、ここでいう「主治の医

師等」とは、利用者の最新の心身の状態、受診中の医療機関、投薬内容等を一元的

に把握している医師であり、要介護認定の申請のために主治医意見書を記載した医

師に限定されないことから、利用者又はその家族等に確認する方法等により、適切

に対応すること。また、サービス種類や利用回数の変更等を利用者に状態変化が生

じるたびに迅速に行っていくことが求められるため、日常生活上の障害が出現する

前に、今後利用が必要と見込まれる指定居宅サービス等の担当者を含めた関係者を

招集した上で、予測される状態変化と支援の方向性について関係者間で共有してお

くことが望ましい。 

なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容について記録す
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るとともに、基準第 29条の第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存しなけ

ればならない。 

 

○ 主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師への情報提供について 

問 133 基準第 13条第 13号の２に規定する「利用者の服薬状況、口腔機能その他の利

用者の心身又は生活の状況に係る情報」について、解釈通知に記載のある事項のほか

にどのようなものが想定されるか。 

（答） 

・解釈通知に記載のある事項のほか、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師への情

報提供が必要な情報については、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師の助言が必

要かどうかをもとに介護支援専門員が判断するものとする。 

・なお、基準第 13条第 13号の２は、日頃の居宅介護支援の業務において介護支援専

門員が把握したことを情報提供するものであり、当該規定の追加により利用者に係る

情報収集について新たに業務負担を求めるものではない。 

 

≪参考≫ 

・第 13条第 13号の２ 

介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受け

たときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の

心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主

治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。 

 

・通知：第２の３（７）⑬  

指定居宅介護支援においては、利用者の有する解決すべき課題に即した適切なサー

ビスを組み合わせて利用者に提供し続けることが重要である。このために介護支援

専門員は、利用者の解決すべき課題の変化に留意することが重要であり、居宅サー

ビス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（利用者についての継続的

なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。）を行い、利用者の解決す

べき課題の変化が認められる場合等必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居

宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。 

なお、利用者の解決すべき課題の変化は、利用者に直接サービスを提供する指定居

宅サービス事業者等により把握されることも多いことから、介護支援専門員は、当

該指定居宅サービス事業者等のサービス担当者と緊密な連携を図り、利用者の解決

すべき課題の変化が認められる場合には、円滑に連絡が行われる体制の整備に努め

なければならない。 
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また、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情

報は、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師が医療サービスの必要性等を検討す

るにあたり有効な情報である。このため、指定居宅介護支援の提供に当たり、例え

ば、 

・薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している 

・薬の服用を拒絶している 

・使いきらないうちに新たに薬が処方されている 

・口臭や口腔内出血がある 

・体重の増減が推測される見た目の変化がある 

・食事量や食事回数に変化がある 

・下痢や便秘が続いている 

・皮膚が乾燥していたり湿疹等がある 

・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わらず提供されて

いない 

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報を得た場合は、それらの情報のうち、主

治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師の助言が必要であると介護支援専門員が判断

したものについて、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。

なお、ここでいう「主治の医師」については、要介護認定の申請のために主治医意

見書を記載した医師に限定されないことに留意すること。 

 

○ 訪問介護が必要な理由について 

問 134 基準第 13条第 18号の２に基づき、市町村に居宅サービス計画を提出するにあ

たっては、訪問介護（生活援助中心型）の必要性について記載することとなっている

が、居宅サービス計画とは別に理由書の提出が必要となるのか。 

（答） 

当該利用者について、家族の支援を受けられない状況や認知症等の症状があること

その他の事情により、訪問介護（生活援助中心型）の利用が必要である理由が居宅サ

ービス計画の記載内容から分かる場合には、当該居宅サービス計画のみを提出すれば

足り、別途理由書の提出を求めるものではない。 

 

≪参考≫ 

・第 13条第 18号の２ 

介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護

（厚生労働大臣が定めるものに限る。以下この号において同じ。）を位置付ける場合

にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な

理由を記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならない。 



78 

 

 

・通知：第２の３（７）⑲ 

訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12年厚

生省告示第 19号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の１ 訪問介護費の注

３に規定する生活援助が中心である指定訪問介護に限る。以下この⑲において同じ。）

の利用回数が統計的に見て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、

利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認

し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第 13条第

18号の２は、一定回数（基準第 13条第 18号の２により厚生労働大臣が定める回数

をいう。以下同じ。）以上の訪問介護を居宅サービス計画に位置づける場合にその

必要性を当該居宅サービス計画に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町

村に届け出なければならないことを規定するものである。届出にあたっては、当該

月において作成又は変更（⑯における軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画

のうち一定回数以上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町

村に届け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更した居宅

サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付をした居宅サービス計

画をいう。 

なお、基準第 13条第 18号の２については、平成 30年 10月１日より施行されるた

め、同年 10月以降に作成又は変更した居宅サービス計画について届出を行うこと。 

 

○ 特定事業所集中減算について 

問 135 平成 28年５月 30日事務連絡「居宅介護支援における特定事業所集中減算（通

所介護・地域密着型通所介護）の取扱いについて」（介護保険最新情報 Vol.553）に

おいて、特定事業所集中減算における通所介護及び地域密着型通所介護の紹介率の計

算方法が示されているが、平成 30年度以降もこの取扱いは同様か。 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

○ 特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）及び（Ⅲ）について 

問 136 特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）及び（Ⅲ）において、他の法人が運営する指定居

宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施することが要件とされ、解釈

通知において、毎年度少なくとも次年度が始まるまでに事例検討会等に係る次年度の

計画を定めることとされているが、平成 30年度はどのように取扱うのか。 

（答） 

・平成 30 年度については、事例検討会等の概略や開催時期等を記載した簡略的な計

画を同年度４月末日までに定めることとし、共同で実施する他事業所等まで記載した
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最終的な計画を９月末日までに定めることとする。 

・なお、９月末日までに当該計画を策定していない場合には、10 月以降は特定事業

所加算を算定できない。 

 

○ 特定事業所加算について 

問 137 特定事業所加算（Ⅰ）から（Ⅲ）において新たに要件とされた、他の法人が運

営する居宅介護支援事業者と共同での事例検討会、研修会等については、市町村や地

域の介護支援専門員の職能団体等と共同して実施した場合も評価の対象か。 

（答） 

・貴見のとおりである。 

・ただし、当該算定要件における「共同」とは、開催者か否かを問わず２法人以上が

事例検討会等に参画することを指しており、市町村等と共同して実施する場合であっ

ても、他の法人の居宅介護支援事業者が開催者又は参加者として事例検討会等に参画

することが必要である。 

 

○ 特定事業所加算（Ⅳ）について 

問 138 特定事業所加算（Ⅳ）については、前々年度の３月から前年度の２月までの間

における退院・退所加算及びターミナルケアマネジメント加算の算定実績等を算定要

件とし、平成 31年度より算定可能とされたが、要件となる算定実績について平成 31

年度はどのように取り扱うのか。 

（答） 

・平成 31年度に限っては、前々年度の３月において平成 30年度介護報酬改定が反映

されていないため、退院・退所加算及びターミナルケアマネジメント加算それぞれに

ついて、以下の取扱いとする。 

【退院・退所加算】 

平成 29年度３月における退院・退所加算の算定回数と平成 30年度４月から同年

度２月までの退院・退所加算の算定に係る病院等との連携回数の合計が 35回以上で

ある場合に要件を満たすこととする。 

【ターミナルケアマネジメント加算】 

平成 30 年度の４月から同年度の２月までの算定回数が５回以上である場合に要

件を満たすこととする。 

 

・なお、退院・退所加算の算定実績に係る要件については、退院・退所加算の算定回

数ではなく、その算定に係る病院等との連携回数の合計により、例えば、特定事業所

加算(Ⅳ)を算定する年度の前々年度の３月から前年度の２月までの間において、退

院・退所加算(Ⅰ)イを 10 回、退院・退所加算(Ⅱ)ロを 10 回、退院・退所加算(Ⅲ)
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を２回算定している場合は、それらの算定に係る病院等との連携回数は合計 36 回で

あるため、要件を満たすこととなる。 

 

○ 入院時情報連携加算について 

問 139 先方と口頭でのやりとりがない方法（ＦＡＸやメール、郵送等）により情報提

供を行った場合には、送信等を行ったことが確認できれば入院時情報連携加算の算定

は可能か。 

（答） 

入院先の医療機関とのより確実な連携を確保するため、医療機関とは日頃より密な

コミュニケーションを図ることが重要であり、ＦＡＸ等による情報提供の場合にも、

先方が受け取ったことを確認するとともに、確認したことについて居宅サービス計画

等に記録しておかなければならない。 

 

○ 退院・退所加算について 

問 140 退院・退所加算（Ⅰ）ロ、（Ⅱ）ロ及び（Ⅲ）の算定において評価の対象とな

るカンファレンスについて、退所施設の従業者として具体的にどのような者の参加が

想定されるか。 

（答） 

退所施設からの参加者としては、当該施設に配置される介護支援専門員や生活相談

員、支援相談員等、利用者の心身の状況や置かれている環境等について把握した上で、

居宅介護支援事業所の介護支援専門員に必要な情報提供等を行うことができる者を

想定している。 

 

○ 居宅サービス計画の変更について 

問 141 今回、通所介護・地域密着型通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分につ

いて、２時間ごとから１時間ごとに見直されたことにより、時間区分を変更すること

としたケースについては、居宅サービス計画の変更（サービス担当者会議を含む）は

必要なのか。 

（答） 

・介護報酬算定上のサービス提供時間区分が変更になる場合（例えば、サービス提供

時間が７時間以上９時間未満が、７時間以上８時間未満）であっても、サービスの内

容及び提供時間に変更が無ければ、居宅サービス計画の変更を行う必要はない。 

・一方で、今回の時間区分の変更を契機に、利用者のニーズを踏まえた適切なアセス

メントに基づき、これまで提供されてきた介護サービス等の内容をあらためて見直し

た結果、居宅サービス計画を変更する必要が生じた場合は、通常の変更と同様のプロ

セスが必要となる。 
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≪参考≫ 

・平成 24 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成 24 年 3月 30日）問 17 

 

  


